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研究成果の概要（和文）：農業経営の企業ソーシャルキャピタル理論を構築するために、ソーシャルキャピタル
理論と農業経営学との関係について考察し、総合化した。多様な農業経営の実態分析を行い、企業ソーシャルキ
ャピタルの機能の実態把握を行った。農業における企業ソーシャルキャピタルの機能を計量的に把握、分析する
ために、農業法人の経営、財務データの収集、アンケート調査による経営管理と経営成果のデータの収集を行っ
た。マネジメントの外部依存の側面から企業ソーシャルキャピタルに接近し、企業ソーシャルキャピタルと、財
務成果および人的資源管理成果との関係を計量的に解明した。

研究成果の概要（英文）：This study examined the relationship between social capital theory and farm 
management science and compiled it, for building corporate social capital theory of farm business. 
We analyzed the actual condition of various agricultural management and grasped the actual state of 
the function of corporate social capital. In order to quantitatively grasp and analyze the function 
of corporate social capital in farm business, we collected managerial and financial data of 
agricultural corporations, and executed questionnaire survey on business management and managerial 
performance of them. We approached corporate social capital from the aspect of external dependence 
of management and quantitatively clarified the relationship between corporate social capital and 
performance on finance and human resources management. 

研究分野：農業経営学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)農業経営の成長において、企業経営の発
展が模索され、日本農業において企業経営の
数は増加し、経営耕地や農業生産額のシェア
も増加している。しかしながら、農業経営数
では小規模な家族経営が圧倒的であり、企業
経営も順調に成長するものばかりではない、
という実態がある。従来から農業においては、
家族経営の優越性が指摘されてきたが、その
本質に関しては経営管理論的な解明が十分
にはなされていなかった。 
 
(2)同族企業等を対象とするファミリービジ
ネス研究の分野では、家族性（Familiness : 
ファミリネス）が企業行動や経営成果に与え
る影響を重視している（Habbershon and 
Williams 1999）。 
 
(3)ソーシャルキャピタル（Putnam 1993）、
すなわち「人々の協調行動を活発にすること
によって、社会の効率性を高めることのでき
る、信頼、規範、ネットワークといった社会
組織の特徴」が社会において果たす役割が重
視され、経営学においても、企業内のソーシ
ャルキャピタルである企業ソーシャルキャ
ピタルの機能が注目されるようになり、その
分析が進められていた。  
 
２．研究の目的 
(1)本研究は、農業経営の内部に存在する企
業ソーシャルキャピタルが、経営資源の調達
と利用、経営管理に作用し、経営成果を規定
するメカニズムを明らかにすることを目的
とした。そのために、ファミリービジネス研
究と企業ソーシャルキャピタル研究の成果
を農業経営管理論の中に展開し、実態調査分
析と経営データの数量分析に基づく実証的
研究を行うものである。 
 
(2)多様な企業形態や経営組織の農業経営の
比較分析によって、家族、地域、経営に規定
される農業経営における企業ソーシャルキ
ャピタルの特性を解明し、競争力のある持続
可能な農業経営の実現に資する実践的な政
策提言を導出することを試みた。 
 
３．研究の方法 
(1)研究方法は、理論的分析、実態調査分析、
および計量的分析の三つから構成されるが、
それらを相互補完的に組み合せて進めるも
のである。 
 
(2)第１に、農業経営のソーシャルキャピタ
ル理論を構築するために、ソーシャルキャピ
タル理論と伝統的な農業経営学との関係に
ついて考察し、総合化する。既存研究のサー
ベイおよび分析フレームワークの構築に関
しては、①既存研究のサーベイとして、一般
企業におけるソーシャルキャピタルの理論
について、特に組織的ソーシャルキャピタル

論、ファミリービジネス論、ステークホルダ
ー・マネジメント論の観点から検討し、国内
外の既存研究のサーベイを行なうとともに、
課題の整理を行い、②分析フレームワークの
構築として、ソーシャルキャピタルの理論の
フレームワークを導入し、農業経営の持続可
能性の分析フレームワークの構築を行った。
さらに、経営類型、企業形態、立地特性に応
じて、農業経営内部のソーシャルキャピタル
の類型区分について検討し、地域の社会経済
的特性とソーシャルキャピタルとの関係に
ついて理論的検討を行った。 
 
(3)第２に、多様な農業経営の実態分析を行
い、企業ソーシャルキャピタルの機能の実態
把握を行った。実態把握に関しては、①ソー
シャルキャピタルの動向分析として、日本農
業におけるソーシャルキャピタル全般の動
向、およびソーシャルキャピタルを重視した
経営戦略を把握するため、統計資料を用いた
分析と国内研究機関の専門家に対するヒア
リングを行うとともに、②国内農業ソーシャ
ルキャピタル活動の調査分析として、調査対
象地域、経営部門、企業形態に関して多様な
ものを選定したうえで、産業全般を対象とし
た同族企業および企業ソーシャルキャピタ
ルの経営分析を参考にした実態調査分析を
実施した。 
 
(4)第３に、農業における企業ソーシャルキ
ャピタルの機能を計量的に把握、分析するた
めに、農業法人の経営、財務データの収集、
アンケート調査による経営構造、経営管理、
経営成果のデータの収集を行った。農業経営
の企業化は、労働力、土地、資本の生産要素
の外部依存によって進むが、とくに、マネジ
メントもしくは意思決定の外部依存が重要
であることから、役員に占める家族以外の割
合、株主に占める家族以外の割合、そして、
経営継承における家族以外の位置付けから、
企業ソーシャルキャピタルに接近した。これ
らの方法で企業ソーシャルキャピタルを「企
業性」指標によって把握し、経営・財務成果
および人的資源管理成果との関係を計量的
に解明した。 
 
４．研究成果 
(1)企業ソーシャルキャピタルを核に、企業
形態論、経営組織論と経営管理論の総合化を
図った。農業経営における企業ソーシャルキ
ャピタルが経営管理、競争優位を通じて経営
成果に影響するメカニズム、およびその他の
経営資源、企業形態、経営組織との相互関係
を実証分析によって経営管理論的に明らか
にした。特に、農業経営の特質と現状を踏ま
えて、企業ソーシャルキャピタルの多様性に
影響する要素として、家族、地域、経営の３
要素を設定し、これらの要素の構造、理念、
文化等の特質と企業ソーシャルキャピタル
との関係を明らかにするとともに、企業ソー



シャルキャピタルの把握、経営者能力と事業
展開および経営成果との関係の把握を通じ
て、企業ソーシャルキャピタルの機能とその
発現のメカニズム、経営組織と経営管理の実
態と企業ソーシャルキャピタルとの関係を
明らかにした。 
 
(2)農業法人の経営実態および財務に関する
データを収集し、農業法人の「企業性」の指
標を作成した。「企業性」の指標には、経営
意思決定「役員企業性」（役員に占める家族
以外の割合）と、「株式企業性」（株式に占め
る家族以外の保有割合）を算出し、「企業性」
の指標とした。作成した企業性の指標が企業
財務成果に与える影響を分析した。表１は、
企業性と税引き後利益の関係を分析した結
果である。役員企業性は、役員に占める家族
以外役員の割合が 50％を超える場合に１、
50％以下の場合に０とした指標である。一方、
株主企業性は、株保有数に占める家族以外の
保有数が 50％を超えている場合に１、それ以
外に０とした指標である。その結果、売上高
利益には、「役員企業性」「株式企業性」が税
引き後利益に有意に正の効果を持つことが
示された。すなわち、経営の意思決定、およ
び、資本構成が、家族の範囲を超えて企業的
であるほど、収益性が優れていることが示さ
れた。 
 
(3)農業法人に対するアンケート調査データ
（サンプル数 334）を用いて、企業性が人的
資源管理の成果に与える影響について分析
した。ここでは、上記と同様の「役員企業性」
に加えて、「継承企業性」の指標を作成した。
経営者の経営継承に関する考え方が、「家族
や親族であるなしに関わらず、能力のあるも
のに継がせたい」の場合に１、「家族や親族
でなければ継がせない」「できるだけ家族や
親族に継がせたい」「わからない」「その他」
の場合に０とした指標である。ここでは、企
業ソーシャルキャピタルが人的資源管理の
成果に与える影響を分析するために、OJT お
よび OFFJT の成果との関係を見た。表２は、
「役員企業性」「継承企業性」と OJT および
OFFJT の成果、さらに販売額との相関係数を
示している。OJT および OFFJT の成果に対し
て、企業性の影響は弱いことが明らかとなっ
た。「役員企業性」の影響は極めて低く、「継
承企業性」のみ、弱い正の影響が見られた。
また、販売額も人的資源管理の成果に影響し
ていないことが示された。 
 
(4)以上の分析から、今日の日本の農業法人
においては、企業ソーシャルキャピタルは、
収益性向上の機能を一定程度発揮している
一方で、人的資源管理の向上には十分機能し
ていないことが示された。しかしながら、家
族性については、いずれに対しても効果がな
いことを示すものであり、従来指摘されてき
た家族性の優位性は確認することができず、

農業経営における企業ソーシャルキャピタ
ルの重要性を示す結果となった。したがって、
競争力の高い企業的な農業経営を育成する
うえで、企業ソーシャルキャピタルを向上さ
せることが有効であり、とまた、とくに人的
資源管理面では企業農業経営に対応した人
的資源管理施策の必要性が高いことが示唆
された。 
 
表１ 企業性と収益性との関係 
 税引き後利益（千円） 

  計測① 計測② 

  偏回帰係数 ｔ値   偏回帰係数 ｔ値   

定数項 -25040.04  -0.34    -23793.68  -0.32    

売上高（千円） 520.88  0.06    114.74  0.01    

役員企業性 252424.34  2.26  ＊     

株主企業性      264330.25  2.31  ＊ 

adj.R２ 0.060     0.065     

サンプル数 52      52      

注：*は 5％水準で有意であることを示す。 

 
表２ 企業性と人材育成との関係（相関係数） 
  販売額 役員 企業性 

継承 
企業性 OJT OFFJT 

販売額 1.000  -0.158  -0.160  0.030  0.049  

役員企業性 -0.158  1.000  0.213  -0.067  0.009  

継承企業性 -0.160  0.213  1.000  0.056  0.164  

OJT 0.030  -0.067  0.056  1.000  0.634  

OFFJT 0.049  0.009  0.164  0.634  1.000  

注：販売額は、1=～1 千万円、2=1～3 千万円未満、3=3～5 千万円、4=5 千
万～1億円、5=1～3 億円、6=3～5 億円、7=5～10 億円、8=10 億円～。 

OJT、OFFJT は、1=実施していない、2=まったくうまくいっていない、3=あ
まりうまくいっていない、4=どちらとも言えない、5=ある程度うまくいっ
ている、6=非常にうまくいっている。 
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